
13　上下水道



１　水道施設

２　給水状況の推移

当市の水道事業は、健康で文化的な市民生活や社会経済活動を支える必要不可欠な生活基盤施設と

して重要な役割を果たしており、安全で良質な水を安定的に供給できる水道施設の整備を推進する必

要があるため、令和４年度の重点事業として、柏原浄水場等の浄配水施設更新事業や老朽管更新事業

を実施し、安定的な給水を図った。また、水質検査や配水管洗管事業などを実施し安全で良質な水の

供給に努めた。

給水状況については、令和4年度末現在給水戸数7万548戸、給水人口14万8,044人で、前年度に比べ

給水戸数で732戸の増加、給水人口で318人の減少となった。

笹　  井笹 井 配 水 場

水 野 配 水 場 南 入 曽

水 野 浄 水 場 水　　野

入 間 川

148,882

令和３年度

取水能力 貯水容量

 2,000㎥／日  2,300㎥

堀　  兼

稲 荷 山 配 水 場

昭和47年６月

昭和39年８月

　 200㎥／日

11,200㎥／日

創設年月

昭和34年11月

堀 兼 浄 水 場

名　　称

年 間 有 収 水 量

315

１ 日 平 均 配 水 量

16,263,145 16,093,644

47,472 46,65348,053

１人１日平均配水量

所在地

柏 原 浄 水 場 柏　  原

鵜 ノ 木 浄 水 場

昭和47年11月

鵜 ノ 木 昭和41年６月  1,000㎥

 1,600㎥／日  5,600㎥

―

― 37,700㎥

148,090

148,044

148,409

昭和63年３月

69,247

148,823

平成９年３月

15,000㎥

13,800㎥

令和４年度

(人)

(戸)

(人)給 水 人 口

(％)

給 水 戸 数

　区分　　　　　　　　　年度 令和２年度

普 及 率

給 水 区 域 内 人 口

年 間 配 水 量

―

―

(㎥) 15,750,243

99.96

17,539,314

148,362

70,54869,816

99.9799.97

水　　道

17,327,455(㎥)

(㎥)

(ℓ)

17,028,426

323 320
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３　水道料金

備　考

管理者が定める額

金　　　額
（２月当たり）

75ミリメートル

従　　量　　料　　金

使　用　水　量
金　　額

(1立方メー
トルにつき)

　 20立方ﾒｰﾄﾙまでの分

２１５円

２７０円

50ミリメートル

25ミリメートル

30ミリメートル

150ミリメートル以上

臨　時　用

４ 「臨時用」とは、一般家庭、工事現場などにおいて、臨時に使用するものをいう

１７０円

40ミリメートル

1,000立方ﾒｰﾄﾙまでの分

基　　本　　料　　金
　　 料 金

 用 途 水道メーターの口径

20ミリメートル

13ミリメートル

１,８００円

３２０円

１１５円

　 20立方ﾒｰﾄﾙを超え

　 40立方ﾒｰﾄﾙまでの分

９００円

２２,０００円

３８,０００円

１立方メートルにつき１３０円

１立方メートルにつき３８０円

１ 水道料金は、上の表で計算された額に100分の110を乗じて得た額(１円未満切り捨て)となる

100ミリメートル

３ 「公衆浴場用」とは、物価統制令第４条の規定が適用される公衆浴場において使用するものをいう

２ 「一般用」とは、「公衆浴場用」及び「臨時用」以外に使用するものをいう

一般用

公衆浴場用

　 60立方ﾒｰﾄﾙまでの分

　 60立方ﾒｰﾄﾙを超え

　100立方ﾒｰﾄﾙまでの分

　100立方ﾒｰﾄﾙを超え

５５,０００円
1,000立方ﾒｰﾄﾙを超える分

　 40立方ﾒｰﾄﾙを超え
４,８００円

７,６００円

　４５円

１,２００円
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４　手数料

５　水道利用加入金

備　考

指定給水装置工事事
業者指定更新手数料

〃 １０，０００円

指 定 給 水 装 置 工 事
事 業 者 指 定 手 数 料

〃 １０，０００円

30ミリメートル及び
40ミリメートル

工 事 検 査 手 数 料

〃

設 計 審 査 手 数 料

１件につき

50ミリメートル以上

〃

２,５００円

４,０００円

６,５００円

30ミリメートル及び
40ミリメートル

 水道利用加入金は、上の表の額に100分の110を乗じて得た額(１円未満切り捨て)となる

３００円各 種 証 明 手 数 料 〃

25ミリメートルまで

〃

〃

〃

１２,５００円

１９,０００円

〃
30ミリメートル及び
40ミリメートル

50ミリメートル以上

１０,０００円

１５,０００円

25ミリメートルまで

１,０２０,０００円

１３ミリメートル １００,０００円

金額（１給水装置につき）

名　　　称 水道メーターの口径 単　　　位

25ミリメートルまで

金　　　額

確 認 手 数 料

50ミリメートル以上

〃

〃

４,７８０,０００円

８,８００,０００円

７５ミリメートル

１５,５００,０００円

　水道メーターの口径の断面積及び流量を基礎として
　管理者が定める額

２００ミリメートル以上

１００ミリメートル

１５０ミリメートル

２０ミリメートル

２５ミリメートル

３０ミリメートル

４０ミリメートル

５０ミリメートル

２２０,０００円

３６０,０００円

５４０,０００円

１,８３０,０００円

３１,５００円

２５,０００円

水道メーターの口径
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下　水　道

１　供用開始の状況

令和３年度末 令和４年度末 累 計 令和３年度末 令和４年度末 累 計

1,020.31 1.32 1,021.63 392.19 0.81 393.00

72,696 △ 6 72,690 39,670 △ 125 39,545

99.02 0.06 99.08 92.21 0.13 92.34

98.60 0.13 98.73 95.78 0.20 95.98

令和３年度末 令和４年度末 累 計 令和３年度末 令和４年度末 累 計

572.23 0.44 572.67 1,984.73 2.57 1,987.30

32,311 △ 4 32,307 144,677 △ 135 144,542

98.04 0.09 98.13 96.84 0.09 96.93

98.41 0.08 98.49 97.98 0.12 98.10

※　人口普及率：（処理可能人口÷行政区域内人口）×100

　　面積普及率：（供用開始面積÷認可面積）×100

  下水道は、健康で快適な居住環境を実現し、環境衛生及び公共用水域の水質の保全並びに市街地に

おける浸水被害の解消を図るために不可欠な都市基盤施設である。当市の下水道事業は、埼玉県荒川

処理可能人口(人)

人口普及率 (％ )

面積普及率 (％ )

供用開始面積(ha)

区 分
久 保 川 処 理 分 区 不 老 川 処 理 分 区

供用開始面積(ha)

処理可能人口(人)

人口普及率 (％ )

面積普及率 (％ )

区 分
新 河 岸 処 理 分 区 合 計

右岸流域下水道計画に整合した公共下水道として、その整備区域の拡大を図り、令和４年度末現在、

た件数は令和４年度末で6万3,179件、水洗化率は98.92％となった。

　また、供用開始区域の拡大に伴い、投資効果や環境衛生等の向上を図るため、各戸訪問による水洗

化の普及促進に努めるとともに、事業所排水などの水質検査、管渠清掃及び有収率向上を目的に不明

水調査業務などの実施を通じて、維持管理の一層の充実に努めた。

　令和４年度汚水管整備としては、市街化調整区域第４期整備事業として汚水枝線の整備を推進し

汚水の供用開始面積は1,987.30haとなり、14万4,542人の汚水処理が可能となった。下水道に接続し

た。また、雨水管整備としては、浸水被害の軽減を図るため、不老川雨水幹線及び枝線の整備を推進

した。
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２　下水道使用料

１２円

２００円

６５円

備　考

1  下水道使用料は、上の表の額に100分の110を乗じて得た額(１円未満切り捨て)となる

2  「一般汚水」とは、汚水のうち浴場汚水を除いたものをいう

3  「浴場汚水」とは、汚水のうち公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律第2条に規定
　　する公衆浴場の営業から生じたものをいう。

１４０円

1,000立方メートルを超え2,000立方
メートルまでの分

１７０円

2,000立方メートルを超える分

浴場汚水 ８,０００円

200立方メートルを超え1,000立方メー
トルまでの分

４５円

1,000立方メートルを超える分

一般汚水 １,２００円

20立方メートルまでの分

20立方メートルを超え40立方メートル
までの分

200立方メートルを超え1,000立方メー
トルまでの分

汚水の種別 基本使用料

従量使用料

排除量
金額（１立
方メートル
につき）

８５円

40立方メートルを超え60立方メートル
までの分

９５円

60立方メートルを超え200立方メート
ルまでの分

１２０円
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